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市町村大合併と地方議会議員年金制度                 2009.5.14/15 

                               政策研究大学院大学 

                                    横道清孝 

 

Ⅰ 市町村合併の進展 

 

 ・２００９年は、近代的地方自治制度施行１２０周年 

 ・市制町村制（市町村法）１８８８年制定、１８８９年施行 

 

１． 市町村の歴史は、合併の歴史 

 

 ・明治の大合併（１８８８年〜１８８９年） 

 ・昭和の大合併（１９５３年〜１９６１年） 

 ・平成の大合併（１９９９年〜２０１０年） 

 

 ＊合併➝期待される役割に対応した市町村の体制強化 

＊山口県熊毛郡田布施町大字麻郷字八海 

＊田無市＋保谷市➝西東京市（２００１年１月） 

 

cf.特別区 

 １８７８年 １５区（郡区町村編成法） 

 １８８９年 １５区（市制町村制） 

 １９３２年 ３５区（区域拡大） 

 １９４７年 ２３区（区の再編） 

 

２． 市町村数の変化 

 

 ・明治の大合併 ７１，３１４➝１５，８２０ 

・昭和の大合併  ９，８６８➝ ３，４７２ 

・平成の大合併  ３，２２９➝ １，８２１（旧合併特例法適用期限） 

１， ７７７（２００９年５月） 

 

 ＊村の減少、町の増加と減少、市の増加 

 

３． 平成の大合併 

 

 ・起点 

・１９９９年の地方分権一括法による旧合併特例法（市町村の合併の特例に関する法律）の改

正 

  ・財政的特例措置の強化（合併算定替の期間延長、合併特例債の創設） 
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 ・背景 

  ・地方分権の進展 

  ・少子高齢社会、人口減少社会の到来 

  ・厳しい財政状況 

  ・日常生活圏の拡大 

 ・進捗状況 

  ・予想以上の進展？ 

  ・都道府県によってバラつき 

  ・小規模市町村（人口１万未満）の存在 

 ・合併新法（市町村の合併の特例等に関する法律）による合併推進 

  ・昭和の大合併時と同様の手法 

  ・２０１０年３月まで➝ポスト合併新法？ 

 

Ⅱ 地方議会議員年金について 

 

１． 地方議会議員年金制度の沿革（「報告書」ｐ７〜） 

 

  ・地方議会議員互助年金法（１９６１年、任意加入） 

   ➝地方公務員等共済組合法（第１１章、１９６２年、強制加入） 

  ・退職一時金の導入（１９６５年） 

  ・公費負担の導入（１９７２年） 

 

２． 地方議会議員年金制度の概要（「報告書」ｐ２〜） 

 

 ・地方議会議員共済会の設置（法第１５１条） 

  ・３共済会 

・特別区議会議員は、市議会議員共済会に加入 

 ・給付 

  ・退職年金、退職一時金等の支給（法第１５８条） 

  ①退職年金（法第１６１条） 

   ・在職１２年以上 

   ・平均標準報酬年額の３５/１５０＋在職年数加算（３０年限度） 

   ・６５歳から支給（法第１６４条） 

  ②退職一時金（法第１６１条の３） 

   ・在職３年以上１２年未満 

   ・４年以下  ４９/１００ 

   ・８年以下  ５６/１００ 

   ・１２年未満 ６３/１００ 

 ・費用負担 

① 掛金及び特別掛金（法第１６６条） 
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・掛金 

都道府県：標準報酬月額 X １３/１００ 

市・町村：標準報酬月額 X １６/１００ 

    ・特別掛金 

     都道府県：期末手当 X     ２/１００ 

     市・町村：期末手当 X ７．５/１００ 

② 公費負担（法第１６７条） 

・都道府県：標準報酬月額 X １０/１００ 

・市・町村：標準報酬月額 X １２/１００ 

・市町村合併に伴う激変緩和措置（４．５/１００） 

 「国は、自主的な市町村の合併の推進に伴う地方公務員等共済組合法第１５１条第１

項に規定する市議会議員共済会及び町村議会議員共済会の運営状況等を勘案し、その健

全な運営を図るため必要な措置を講ずるものとする。」 

（旧合併特例法第１６条第３項、合併新法第６５条第２項） 

  ・再計算（法第１６６条第５項） 

   ・少なくとも４年ごとに行う 

  ・２００２年改正、２００６年改正、そして、２０１０年改正へ 

 

３． 地方議会議員年金の性格（「報告書」ｐ２） 

 

 ・法律に基づく公的な互助年金制度 

 

４． 地方議会議員年金の課題（「報告書」ｐ１２〜） 

 

 ・市町村合併や行政改革等に伴う急激な財政状況の悪化 

  ・単年度赤字と積立金の減少（「報告書」ｐ３０〜） 

 ・市町村合併の影響（「報告書」ｐ１４、ｐ４４） 

          １９９９年３月    ２００８年３月 

  ・市区町村数   ３，２５５団体 ➝  １，８１６団体（４４％減） 

  ・会員数    ６０，００４人  ➝ ３５，８１９人 （４０％減） 

  ・年金受給者数 ７９，２３２人  ➝ ９４，３５７人 （１９％増） 

  （議員報酬手当➝約１，１１０億円削減） 

 

５． 地方議会議員年金制度に関する研究会報告書（２００９年２月） 

 

・一定の仮定の下での将来試算（「報告書」ｐ４２、ｐ４３） 

 ・都道府県議会議員共済会 積立金➝２０２２年にマイナス 

 ・市・町村議会議員共済会 積立金➝２０１１年にマイナス 

・負担と給付の両面にわたる見直し（「報告書」ｐ１４〜） 

 ・負担面 
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  ・掛金率、特別掛金率、負担金率➝一定程度の引上げを検討 

  ・市町村合併に伴う激変緩和措置➝更なる強化を検討 

 ・給付面 

  ・退職年金給付水準 

   ・２００２年改正及び２００６年改正で、３０％引き下げ 

   ・更なる引き下げを検討 

  ・既裁定者の取扱い 

   ・２００６年改正で、１０％引き下げ 

   ・更なる引き下げを検討 

  ・退職一時金給付水準 

   ・更なる引き下げを検討 

  ・その他（遺族年金の見直し等） 

   ・廃止された国会議員互助年金制度との比較（「報告書」ｐ２０） 

   ・仮に議員年金制度を廃止するとした場合の問題点（「報告書」ｐ２１、ｐ４５） 

 

６． 地方議会議員年金制度に関する検討会の発足 

 

 ・２００９年３月 総務省「地方議会議員年金制度検討会」の発足 

  ➝秋に向けて報告書のとりまとめ 

 

 

 

 

 

※ 本レジュメの他に以下の資料を当日配付しました。 

 ・ 「地方議会議員年金制度に関する研究会報告書」 

（平成２１年２月 地方議会議員年金制度に関する研究会） 

 ・ 「日本における市町村合併の進展」 

   （平成１９年３月 政策研究大学院大学比較地方自治研究センター（ＣＯＳＬＯＧ）・財団

法人自治体国際化協会（ＣＬＡＩＲ）の連携による「アップ・ツー・デートな自治関係

の動きに関する資料Ｎｏ.1」） 


